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第1章 

本調査研究の背景・目的及び手法 
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1. 背景・目的  

1-1 本調査研究事業の背景  

出生数の減少は予想を上回るペースで進んでおり、一旦は 1.45 まで回復した合計特殊

出生率もここ数年微減傾向にある。出生数の減少と死亡数の増加を背景に、我が国の総人

口は、2008 年をピークに減少局面に入っている。こうした社会課題を解決するために

も、妊娠・出産に係る負担を軽減するとともに、安心して妊娠・出産子育てができるよう

妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない支援体制を確保することが必要不可欠である。 

しかし、令和 4 年度に弊社が採択された子ども・子育て支援推進調査研究事業において

は、その結果、特に里帰りなどの際の償還払いの手続きが自治体・妊産婦双方にとって負

荷となっていることなどが明らかとなっている。 

また、公費負担の対象となる検査項目の範囲や時期、公費負担額も自治体によって異な

ることも分かっており、実務面での課題も多い。さらに、里帰り先の医療機関との情報連

携や、産後に状況が変わり支援が必要とされる場合など、妊産婦の状況の把握や適切な支

援への連携も難しいことが想定される。 

 

1-2 本調査研究事業の目的  

上記の課題意識から、里帰り出産をする妊婦に対しての支援策を検討するため、市町村の

現状の実態を把握するとともに課題や、妊産婦の視点からみた現状の課題や困難となるポ

イント、さらには、調査を通じて取組事例における工夫の在り方やその効果を明らかにする

ため調査を実施した。 
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2. 調査手法  

2-1 調査手法  

（１） 検討会の開催 

現状の課題を整理するとともに、里帰り妊産婦の支援を推進する上での工夫の在り方を

模索するため、関係団体等から構成される有識者検討会を開催した。 

検討会の場では、里帰り出産等の実態を把握する上で調査すべき項目について聴取する

とともにアンケート項目を確認していただき、その調査結果を報告し、課題やあるべき姿

について検討を行った。 

議論に参画いただいた検討委員については、次ページに記載する。 

＜開催日程および論点・課題＞ 

回数 日程 論点・議題 

第 1 回 令和 5（2023）年 

8 月 15 日 

 調査の背景・目的、調査全体像の共有 

 調査の方向性に関する協議 

 アンケート調査票・分析の方向性の確認 

第 2 回 令和 5（2023）年 

12 月 10 日 

 アンケート結果速報の報告 

 アンケートの追加分析方針の確認 

 ヒアリング結果の共有 

 産婦向けアンケート結果の速報共有 

第 3 回 令和 6（2024）年 

2 月 7 日 

 産婦向けアンケート結果の最終結果共有 

 分析結果を踏まえた課題や支援策の検討 

 調査全体のとりまとめ方針の協議 

 報告書概要の共有 
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令和５年度こども・子育て支援推進調査研究事業 
里帰り出産等の実態に関する調査研究事業 

 
里帰り出産等の実態に関する検討委員会 委員名簿（敬称略） 

 
委員（五十音順） 
 
 板倉 敦夫  公益社団法人 日本産科婦人科学会 
    順天堂大学医学部附属順天堂医院  周産期センター 
    センター長、教授 
 
 岡本 美和子  公益社団法人 日本助産師会 財務担当理事 
 
 鈴木 俊治  公益社団法人 日本産婦人科医会 常務理事 
 
 佐竹 拓真 千葉県千葉市 保健福祉局 健康福祉部 健康支援課  

母子保健班 主事 
 
 田原 卓浩  公益社団法人 日本小児科医会 副会長 
 
 美濃部 栄美  三重県三重郡菰野町役場 子ども家庭課  
    子育て支援係 係長 
 
オブザーバー 
 吉川 裕貴 こども家庭庁 成育局 母子保健課 推進官 
 
 向 亜紀 こども家庭庁 成育局 母子保健課 課長補佐 
  
 井本 成昭  こども家庭庁 成育局 母子保健課 課長補佐 
 

内田 愛子 こども家庭庁 成育局 母子保健課  
 母子保健指導専門官 

 
野田 優也 こども家庭庁 成育局 母子保健課 係長 
 
田村 明子 こども家庭庁 成育局 母子保健課 研修生 

 
事務局 
 横内 瑛 株式会社野村総合研究所 ﾍﾙｽｹｱ･ｻｰﾋﾞｽｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ部 

プリンシパル 
 
 下松 未季 株式会社野村総合研究所 ﾍﾙｽｹｱ･ｻｰﾋﾞｽｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ部 
  シニアコンサルタント 
 
 原田 隆尚 株式会社野村総合研究所 ﾍﾙｽｹｱ･ｻｰﾋﾞｽｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ部 
  シニアコンサルタント 
 
 新田 郁海 株式会社野村総合研究所 ﾍﾙｽｹｱ･ｻｰﾋﾞｽｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ部 
  コンサルタント 
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（２） アンケート調査 

市町村調査については、全 1,741 市町村を対象とし、全 1,741 市町村の母子保健担当課

に対してメールを通じてアンケート調査票を送付し、実施した。調査は令和 5 年 9 月 1 日

から令和 5 年 9 月 22 日にかけて実施した。 

また、都道府県調査については、全国 47 都道府県の母子保健担当課に対してメールを通

じてアンケートを送付し、調査を実施した。調査は令和 5 年 9 月 1 日から令和 5 年 9 月 19

日にかけて実施した。 

産婦調査については、乳児健康診査を集合で実施している市町村の会場において、アンケ

ート案内を掲載した用紙を配布する等市町村の協力を得て実施した。産婦本人にスマート

フォン等を用いて QR コードを読み込んでいただき、WEB 形式で回答いただいた。全 47

都道府県の市町村から協力を得ることができた。調査は令和 5 年 9 月 8 日から令和 5 年 12

月 15 日にかけて実施した。 

 

図表 １ アンケート調査の詳細 
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（３） ヒアリング調査 

1）ヒアリング調査対象の抽出 

（2）で実施したアンケート調査の結果を踏まえ、妊婦健康診査を集合契約で実施してい

る都道府県のうち契約形態や価格設定などを踏まえて調査対象の都道府県を抽出した。ま

た、調査対象市区町村については、（2）で実施したアンケート調査の結果を踏まえ、住民票

所在市町村及び里帰り先市町村としての里帰り妊産婦に対する支援の内容をスコアリング

して評価した。その上で、人口規模や地域のばらつき等を考慮して絞り込みを行い、対象と

なる市町村を抽出した。 

具体的には下記図表 2 及び 3 の内容に基づいて抽出した。さらに、オンラインでの償還

払いに対応している市については追加でヒアリングを行った。 

また、ヒアリングは令和 5 年 10 月から令和 6 年 1 月にかけて実施した。 

図表 ２ 調査対象都道府県の選定方法  

 

 

図表 ３ 調査対象市町村の選定方法 
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2）ヒアリング調査の実施概要 

ヒアリングは対面とオンラインを併用して行った。以下にヒアリングにご協力いただい

た市町村を記す。この場を借りてご協力いただいた全ての県と市区のご担当者の皆様に感

謝申し上げる。 

図表 ４ 調査対象とした都道府県及び市町村 
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第2章 

アンケート調査 
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1. アンケート調査手法  

1-1 市区町村向けアンケート調査の概要  

（１） 調査対象 

市区町村調査については、全 1,741 市町村を対象とした悉皆調査を行った。 

（２） 調査方法 

全 1,741 市町村に対して、都道府県経由でメールにてアンケート調査票を送付し、事務局

にメールでご返送いただく形で実施した。 

（３） 調査期間 

令和 5 年 9 月 1 日から令和 5 年 9 月 22 日にかけて実施した。 

（４） 調査内容 

調査項目は以下のとおりである。なお、巻末の参考資料に調査票を掲載する。 

償還払いについて 

 償還払いに対応している行政サービス 

 償還払いの申請方法 

 償還払いの振り込みまでの平均期間 

 償還払いの課題 

 妊婦健康診査の委託契約範囲 

 妊婦健康診査の集合契約の課題 

 

里帰り妊産婦の住民票所在市町村としての対応について 

 情報共有の対象となる里帰り妊産婦 

 里帰り先市町村に提供している情報 

 里帰り先への情報共有時のフォーマット・様式 

 里帰り先市町村に提供している情報の具体的内容 

 里帰り先市町村から情報を共有してほしい妊産婦 

 里帰り先市町村から共有が必要な情報 

 里帰り先医療機関から共有が必要な情報 

 里帰り先市町村や里帰り先医療機関との連携における課題 

 

里帰り妊産婦の里帰り先市町村としての対応について 

 里帰り妊産婦の把握方法 

 里帰り妊産婦に提供している行政サービス・利用対象者・提供する場合 

 住民票所在市町村から共有してほしい情報の内容と妊産婦 
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 住民票所在市町村への情報共有有無と共有の対象となる妊産婦 

 里帰り先で受診した医療機関からの情報提供有無と情報の内容 

 里帰り先で受診した医療機関から提供してほしい情報の有無と情報の内容 

 里帰り先市町村としての課題 

（５） 有効回答数及び有効回答率 

調査対象とした 1,741 市町村のうち、有効回答数は 1,164 件で、有効回答率は 66.9％（＝

1,164/ 1,741）となった。 
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1-2 都道府県向けアンケート調査の概要  

（１） 調査対象 

全 47 都道府県を対象とした悉皆調査を行った。 

（２） 調査方法 

全 47 都道府県にメールにてアンケート調査票を送付し、事務局にメールでご返送いただ

く形で実施した。 

（３） 調査期間 

令和５年 9 月 1 日から令和 5 年 9 月 19 日にかけて実施した。 

（４） 調査内容 

調査項目は以下のとおりである。なお、巻末の参考資料に調査票を掲載する。 

 都道府県による妊婦健康診査の集合契約の実施有無 

 集合契約の契約書・仕様書の提供可否 

 都道府県外の医療機関との集合契約の課題 

（５） 有効回答数及び有効回答率 

調査対象とした 47都道府県のうち、有効回答数は 38件で、有効回答率は 80.6%（＝38/47）

となった。 
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1-3 産婦向けアンケート調査の概要  

（１） 調査対象 

産後 12 か月までの産婦を対象とした標本調査を行った。 

（２） 調査方法 

アンケートは Web 形式で実施し、市町村に協力を依頼して対象となる産婦にアンケート

回答用 URL を配布した。 

具体的には、全国の市区町村に対して協力依頼を発出し、協力いただける市区町村にアン

ケートの配布を依頼した。乳児健康診査を集合で実施している市区町村の会場での直接配

布や、健診案内時などに用紙を同封いただくなどして産婦への協力依頼用紙を配布した。産

婦本人がスマートフォン等を用いて QR コードを読み込んでいただき、WEB 上で回答いた

だいた。最終的に全国 47 都道府県にまたがる 743 の市区町村から協力を得ることができ

た。 

（３） 調査期間 

令和 5 年 9 月 8 日から令和 5 年 12 月 15 日にかけて実施した。 

（４） 調査内容 

調査項目は以下のとおりである。なお、巻末の参考資料に調査票を掲載する。 

産婦の基本情報について 

 産婦の住所地 

 産後の月齢 

 出産回数 

 単胎・多胎の別 

里帰りの状況について 

 出産前後の里帰りの有無 

 里帰りをしなかった理由 

 里帰りの必要がなかった理由 

 里帰りしたかったができなかった理由 

 里帰り先の都道府県・市区町村 

 里帰りを開始した時期 

 里帰りを終えた時期 

 里帰りの期間 

 里帰り先で利用した行政サービス 

 里帰り先での困りごと 

 里帰り先で利用できなかった行政サービス 

 里帰り先での妊婦健康診査の受診状況 
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 里帰り先での妊婦健康診査の受診券の使用可否 

 妊婦健康診査の償還払いの申請方法 

 償還払いにおける負担 

（５） 有効回答数 

調査対象とした産後 12 か月までの産婦のうち、有効回答数は 16,118 件であった。  
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2. 市区町村向けアンケート調査結果  

2-1 償還払い・集合契約  

多くの市町村が妊婦健康診査や新生児聴覚検査、こどもの医療費助成、予防接種において

償還払いに対応していた。一方、産後ケア事業で償還払いに対応している市町村は少数であ

った。 

 

図表 ５ 償還払いに対応している行政サービス（降順） 

 

 

市町村の償還払いの申請方法として、いずれのサービスにおいても窓口での対面申請は

充実しているが、メールやオンライン等非対面での申請は対応していない市町村が多かっ

た。 
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図表 ６ ｜償還払いに対応している行政サービス 

 

6 割以上の市町村が償還払いにおいて、申請窓口での書類確認等の負担の大きさを課題に

感じていた。 

 

図表 ７ 償還払いにおける市町村の課題 

 

 

妊婦健康診査において、約 4 割の市町村が集合契約による委託契約を締結していた。一

方で、４割弱の市町村は特段の取り組みを行っていなかった。 
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図表 ８ 妊婦健康診査の委託契約の取り組み 

 

 

 事業者と集合契約を締結していた市町村のうち、過半数の市町村が地域ごとの価格差に

よる契約金額設定の困難さを課題と考えていた。 

 

図表 ９ 集合契約の委託契約範囲拡大上の課題 

 

 

2-2 住民票所在地の市町村としての対応  

里帰り先市町村へ情報共有を行う妊産婦についは、妊婦本人が里帰り先での支援を希望

した妊産婦については 9 割超、特定妊婦等、特定妊婦以外で支援の必要があると判断した

妊産婦、里帰り先市町村から情報提供を求められた妊産婦については８割超えの市町村が

情報共有していた。 
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図表 １０ 里帰り先市町村へ情報共有を行う妊産婦 

 

 

里帰り先市町村への情報提供は、基礎情報と依頼する支援の内容以外は妊産婦による差

が大きい。特に、居住市町村が支援を必要だと思う妊産婦、里帰り先から情報共有を求めら

れた妊産婦の割合が高かった。 

 

図表 １１ 里帰り先市町村に提供する情報の種類 

 

 

里帰り先市町村からの情報共有が必要と考えている妊産婦については、9 割超の市町村が、

市町村が支援を必要だと思う妊産婦、本人が支援を希望した妊産婦について、里帰り先市町

村からの情報共有が必要だと感じていた。一方で、すべての里帰り妊産婦について情報共有

が必要と回答した市町村は、6.8％であった。 
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図表 １２ 里帰り先市町村からの情報共有が必要だと考えている妊産婦 

 

 

 ほぼ全ての市町村が、里帰り先市町村で実施した支援の内容や介入状況等についての情

報共有を里帰り先の市町村に求めていた。 

図表 １３ 里帰り先市町村からの共有が必要な情報 

 

 

住民票所在市町村が里帰り先医療機関に対し求めている情報にはばらつきがあり、社会

的リスクに関する情報を相対的に求めている傾向にあった。一方で、妊婦健康診査の受診費

用等についてのニーズは低かった。 
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図表 １４ 里帰り先医療機関に共有を求める情報 

 

 

里帰り先市町村や里帰り先医療機関との連携について、問題発生時に即座に情報が入手

できない場合がある点を課題に感じている市町村が約 6 割と比較的多かった。 

 

図表 １５ 里帰り先市町村や里帰りの医療機関との連携に関する課題 

 

 

2-3 里帰り先の市町村としての対応  

他市町村からの里帰り妊産婦を把握する方法として、住民票所在市町村からの連絡や妊

産婦本人またはその家族からの申し出が約 8 割と多かった。 
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図表 １６ 里帰り妊産婦の把握方法 

 

 

里帰り妊産婦に対して提供している行政サービスとして、多くの市町村が面談・訪問など

の個別対応を行っている一方で、集団実施の事業については相対的に提供が少なかった。ま

た、産後ケア事業については 6.2%と最も低かった。 

 

図表 １７ 里帰り妊産婦に提供している行政サービス 

 

 

ほとんどの里帰り先市町村が住民票所在市町村に対し里帰り妊産婦の情報を提供してい

た。情報提供の対象となる妊婦は、特定妊婦や、特定妊婦以外の市町村が支援が必要と判断

した妊産婦が約 9 割と多く、原則すべての妊産婦を対象とする市町村は比較的少なかった。 
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図表 １８ 住民票所在市町村への情報提供有無と提供対象の妊産婦 

 

 

 

里帰り先医療機関から里帰り妊産婦の情報が共有されていない市町村は、6 割を超えた。

また、里帰り先医療機関に対して現在は共有されていないが、共有して欲しい情報があると

回答した市町村は、約 3 割であった。 

 

図表 １９ 里帰り先医療機関からの妊産婦の情報共有有無と共有を求める情報の有無 

 

 

 

里帰り先医療機関が提供している妊産婦の情報と、里帰り先医療機関に求める情報はほ

とんど一致しており、その内容は社会的リスクの疑いのある妊産婦に関する情報であった。 
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図表 ２０ 里帰り先医療機関が提供する妊産婦の情報と共有を求める情報 

 

 

里帰り妊産婦を受け入れる上での課題を感じている市町村は約 6 割であった。里帰り妊

産婦を受け入れる市町村が感じる課題として、里帰り妊産婦を把握できないことや、医療機

関等からの情報提供により、里帰り先において妊産婦への支援が必要になった場合に、里帰

り妊産婦の支援における住民票所在市町村との役割分担の不明瞭さが挙げられた。 

 

図表 ２１ 里帰り先市町村としての課題 
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3. 都道府県向けアンケート調査結果  

約 4 割の都道府県が集合契約を実施していた。また、集合契約における都道府県が抱え

る課題として、地域ごとの価格の差異による契約金額の設定が最も多く、6 割であった。 

 

図表 ２２ 都道府県の集合契約の実施有無 

 

 

図表 ２３ 都道府県外の医療機関等との集合契約の課題 
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4. 産婦向けアンケート調査結果  

4-1 産婦の基礎情報  

回答いただいた産婦のうち、約 5 割が、出産前後に里帰りしていた。 

図表 ２４ 出産前後の里帰りの有無 

 

里帰りの開始時期と終えた時期について、以下のような分布となった。 

図表 ２５ 里帰りを開始した時期 

  

図表 ２６ 里帰りを終えた時期 
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里帰りしなかった理由として、約 60％は、里帰りの必要がなかったため、と回答してお

り、約 25%の産婦は里帰りを希望したものの出来なかったという結果であった。またその

理由としては、自身また両親等の家庭の都合が最も多く、7 割近い結果となった。 

 

図表 ２７ 里帰りしなかった理由 

  

 

図表 ２８ 里帰りの必要がなかった理由 

 

 

図表 ２９ 里帰りしたかったができなかった理由 
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里帰り期間としては、約 28%が 1~2 か月間であるが、ばらつきが見られた。また、6 割程

度の妊産婦が同一都道府県内、うち約 23％は同一市区町村内に里帰りしていた。県外への

里帰りは、約 38％であった。 

 

図表 ３０ 里帰り期間 

  

 

図表 ３１ 里帰り先 

 

 

7 割超の妊産婦が里帰り先で行政サービスを利用していなかった。利用されたサービス

の中では、産後の訪問支援、両親学級・母親学級、産後の面談・相談の利用が多かった。 

 

図表 ３２ 里帰り先での行政サービスの利用有無 
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図表 ３３ 里帰り先で利用した行政サービス 

 

 

5 割上の産婦は里帰り先で特に困ったことはないと回答していた。一方で困ったことが

あると答えた人のうちで課題として最も多かった回答は里帰り先で利用できるサービスが

不明であるという回答であった。 

 

図表 ３４ 里帰り先で困ったことの有無 

 

図表 ３５ 里帰り先で困ったこと 
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「妊娠・出産・子育てについて相談したかったが、相談先が分からなかった」と回答し

た方の具体的な相談内容としては、母乳に関する相談が最も多く約 5 割を占めた。 

図表 ３６ Q15 で「2.妊娠・出産・子育てについての相談をしたかったが、 

相談先がわからなかった」と回答した方の具体的な相談内容 

 

「里帰り先の住民ではないため行政サービスを利用できなかった」と回答した約 10%の

方において、利用できなかったサービスとしては、産後ケア事業という回答が最も多く、

約 6 割にのぼっていた。その他産後の訪問支援や育児教室、保健師等との窓口面談・育児

相談なども 2 割程度の妊産婦が里帰り先で利用できなかったと回答していた。 

 

図表 ３７ 里帰り先で利用できなかったサービス 

 

 

里帰り先で妊婦健康診査を受診した産婦の割合は 6 割を超えており、その中で妊婦健康

診査の受診券を使用できなかった産婦は約 5 割であった。 

 

図表 ３８ 里帰り先での妊婦健康診査の受診状況 
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図表 ３９ 里帰り先での妊婦健康診査の受診券の使用可否 

 

 

里帰り先で妊婦健康診査を受ける際に受診券が使用できなかった方で、8 割近い産婦が

窓口で償還払いを申請していた。 

 

図表 ４０ 妊婦健康診査の償還払いの申請有無 

 

 

図表 ４１ 妊婦健康診査の償還払いの申請方法 

 

償還払いをした方のうち、9 割を超える産婦が償還払いで負担になっていることがある

と回答しており、負担となっていることとしては窓口に行かなければならないことと回答

している割合が最も大きく、７割を超えていた。 
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図表 ４２ 償還払いで負担になっていることの有無 

 

 

図表 ４３ 償還払いで負担になっていること 
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第3章 

ヒアリング調査 
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1. 調査手法  

（１） 調査対象 

第 1 章の調査手法でも記載の通り、本調査研究においては、10 市区と 3 県に対してヒア

リングを行った。 

調査対象都道府県については、都道府県向けアンケート調査の結果を踏まえ、妊婦健康診

査を集合契約で実施している都道府県のうち契約形態や価格設定などを踏まえて調査対象

の都道府県を抽出した。 

また、調査対象市区町村については、市区町村向けアンケート調査の結果を踏まえ、住民

票所在市町村及び里帰り先市町村としての里帰り妊産婦に対する支援の内容をスコアリン

グして評価した。その上で、人口規模や地域のばらつき等を考慮して絞り込みを行い、対象

となる市町村を抽出した。 

具体的には下記図表 44 及び 45 の内容に基づいて抽出した。 

図表 ４４ 調査対象都道府県の選定方法 
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図表 ４５ 調査対象市町村の選定方法 

 

（２） 調査期間 

令和 5 年 10 月から令和 6 年 1 月にかけて実施した。 

 

（３） 調査内容 

下記内容についてヒアリングを実施した。 

図表 ４６ 都道府県向けヒアリング内容 
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図表 ４７ 市町村向けヒアリング内容 
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2. 個別ヒアリング結果  

2-1  福岡県  
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2-2  石川県  
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2-3 滋賀県  
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2-4 北海道美唄市  

 



45 

 

 



46 

 

2-5 青森県弘前市  
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2-6 岩手県二戸市  
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2-7 東京都港区  
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2-8 埼玉県所沢市  
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2-9 大阪府豊中市  
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2-10 京都府向日市  
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2-11 鳥取県鳥取市  
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2-12 福岡県北九州市  
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2-13 三重県桑名市  
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第4章 

総 括 
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1. 総  括  

1-1 里帰り出産に関する現状と課題  

里帰り出産においては、複数の自治体担当者をはじめとするステークホルダーが関わる

ことから、その事務手続きや情報連携、提供できる行政サービスについても自治体ごとに対

応が分かれてしまっている。 

図表 ４８ 里帰り出産に関する現状と課題

 

（１） 事務手続きに関する現状と課題 

同一都道府県内の他市町村への里帰り出産の際、妊婦健康診査において集合契約が締結

されているかどうかで、自治体の事務負担は大きく異なる。 

今回の都道府県に対する調査では、約 4 割の都道府県が妊婦健康診査について医療機関

と集合契約を締結していた。 

図表 ４９ 集合契約の実施有無 

 

 集合契約を推進していく上で、課題となるのが、地域ごとの価格の差異による契約金額の

設定が困難である点であり、6 割に上った。また、検査の内容やタイミングの不一致なども
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集合契約の拡大における課題となっている。 

図表 ５０ 集合契約の委託契約範囲拡大上の課題 

 

また、事務手続きに関する課題としてもう一つ上がるのが償還払いである。多くの市町村

が妊婦健康診査や新生児聴覚検査、医療費助成や予防接種などは償還払い対応をしている

ものの、産後ケア事業の償還払い対応をしている自治体は少ない。 

図表 ５１ 償還払い対応の行政サービス 

 

 

いずれのサービスにおいても窓口での対面申請は充実しているが、メールやオンライン

等非対面での申請は対応していない市町村が多い。さらに、約 6 割の市町村が窓口での書

類確認を負担に感じている。 
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図表 ５２ 償還払いにおける課題 

 

産婦への調査からも、9 割を超える産婦が償還払いで負担になっていることがあったと回

答しており、特に窓口まで出向くことの負担の大きさが明らかとなった。 

 

図表 ５３ 償還払いにおいて産婦の負担になっていること 
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（２） 情報連携に関する現状と課題 

約 9 割の市町村が、妊産婦本人が里帰り先での支援を希望した場合に里帰り先市町村へ

情報を共有していた。 

図表 ５４ 里帰り先市町村へ情報共有を行う妊産婦 

 

 

一方、里帰りを受け入れる市町村が感じる課題としては、医療機関からの情報提供等によ

り、里帰り先で妊産婦の支援が必要となった場合に、里帰り妊産婦の支援における住民票所

在市町村との役割分担の不明瞭さが挙げられていた。 

図表 ５５ 里帰り先市町村としての課題 

 

医療機関との情報連携においては、市町村へのヒアリングでは、里帰り先で産婦の状態に

変化があった場合、医療機関から住民票所在自治体に連携されているというパターンがほ

とんどであった。一方、里帰り先市町村や里帰り先医療機関との連携について、支援の対応

の必要性が生じた際に、即座に情報が入手できない場合がある点を課題に感じている住民

票所在市町村が約 6 割と比較的多かった。 
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図表 ５６ 医療機関との情報連携における課題 

 

 

（３） 行政サービスの提供に関する現状と課題 

現状里帰り妊産婦に対して提供されている行政サービスとしては、面談・訪問などの個別

対応が中心となっている。一方で、育児教室など集団実施の事業については相対的に提供が

少なかった。また、産後ケア事業については 6.2%と最も低かった。 

図表 ５７ 里帰り妊産婦に提供している行政サービス 
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産婦調査においても、里帰り先の住民でないため、利用を希望した行政サービス（※）

を利用できなかったケースの中では、産後ケア事業が最も多かった。 

※選択肢には妊婦健康診査や産婦健康診査を含めていないため、その他の行政サービ

スを指す。 

図表 ５８ 里帰り先で利用できなかった行政サービス 

 

 

5 割以上の産婦は里帰り先で困ったことは無いと回答していた一方で、利用できる行政

サービスがわからない・相談先がわからないという声も一定数見られた。 

 

図表 ５９ 里帰り先で困ったこと 
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1-2 今後求められる対応について  

今後求められる対応としては、妊婦健康診査事業における集合契約の拡大による市町村

の事務負担の軽減のほか、償還払いのオンライン申請等の拡大による妊産婦の利便性の向

上といった、事務手続きに関連した課題の解消が求められている。申請の利便性の向上

は、妊産婦の申請へのハードルを下げることにもつながり、市町村と妊産婦の両者にとっ

て重要である。 

また、情報連携においては、支援の必要な里帰り妊産婦の把握を行ったうえで、市町村

間、市町村・医療機関間の迅速な情報連携のための仕組みづくりが今後の課題となる。 

求められる情報連携の形は、市町村への調査結果から、里帰りをするすべての妊産婦の

情報共有を行うのではなく、支援が必要だと判断される方や支援を希望される方など、支

援ニーズが高い方にターゲットを絞り、情報連携を行う形が望ましいと想定される。その

うえで、必要に応じて深掘りした情報を共有することが求められている。 

図表 ６０ 連携が求められる情報 

 

 さらに、今後は里帰り先で必要な母子保健サービスを利用できるような環境の推進が求め

られる。里帰り先であっても、必要な方に必要なサービスが行き届くよう、市町村間で連携

し、サービスを提供できるような仕組みが必要とされている。 
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参考資料① 

市区町村向けアンケート調査票
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連絡先
未回答

担当者１
担当者2

質問1 所属する都道府県名を選択し、市区町村名をご記入ください。
未回答 例)千代田区、千葉市 質問1.回答欄

質問2 自治体コードをご記入ください。
未回答 すべて半角算用数字、整数でお答えください。例)123456 質問2.回答欄

※6桁のものをご回答ください。
※エラーが出た場合は、質問1で回答した自治体名の記載に誤りがある場合がございます。字体等をご確認ください。

里帰り妊産婦の住民票所在地の市町村としての対応についてお伺いします。なお、本調査研究では、「里帰り」を、妊産婦が出産前後に居住している市町村以外の市町村の実家などに一時的に滞在することとします。

※以降の設問では、「居住自治体」とは、里帰り前に居住していた住民票所在地の市町村を指します。
質問3 里帰りをする妊産婦に対して、償還払いに対応している 行政サービスをすべてお選びください。
未回答 質問3.回答欄

質問4 質問3で償還払いに対応していると回答した行政サービスにおける償還払いの申請方法として、当てはまるものをすべてお選びください。
未回答

　1.妊婦健康診査 　2.産婦健康診査 　3.産後ケア事業 　4.乳児健康診査 　5.新生児聴覚検査 　6.予防接種 　7.こどもの医療費助成
　1.市町村窓口（対面）
　2.郵送
　3.電子メール
　4.FAX
　5.オンライン申請
　6.その他

　3.産後ケア事業

質問4.回答欄

都道府県（選択）
市区町村（自由記述）

　4.乳児健康診査

　6.予防接種
　7.こどもの医療費助成
　8.上記の中に償還払いで補助している事業はない

今後、アンケートの回答結果について問合せやヒアリング等をお願いする場合がございます。つきましては、ご回答いただいた代表者の方のお名前・ご所属をお答えください。
属性回答欄

2.電話番号（必須）（半角数字、ハイフン抜きでお答えください。）
1.所属部署（必須）

4.回答者氏名（必須）

　1.妊婦健康診査
　2.産婦健康診査

　5.新生児聴覚検査

3.Mail（必須）
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質問5 質問3で償還払いに対応していると回答した行政サービスについて、償還払いの申請受付時から妊産婦に振り込むまでの平均期間として、それぞれ最も近いものをお選びください。
未回答

　1.1週間 質問5.回答欄
　2.2週間
　3.3～4週間
　4.1か月以上2か月未満
　5.2か月以上

質問6 妊産婦が里帰り先で受けた行政サービスの償還払いにおいて、貴市町村が抱える課題として当てはまるものをすべてお選びください。
未回答 質問6.回答欄

質問7
里帰り先の事業者（医療機関等）との妊婦健康診査の委託契約の取り組みとして、当てはまるものをすべてお選びください。

回答完了 質問7.回答欄
〇

質問8 質問7で１または2を選択した方にお伺いします。妊婦健康診査の事業者（医療機関等）との集合契約による委託契約の範囲（対象エリア）を拡大していく上での課題として、当てはまるものすべてお選びください。
未回答

質問8.回答欄

　3.特に課題はない

　5.新生児聴覚検査

　4.その他

　1.居住市町村以外の事業者（医療機関等）と集合契約により委託契約を締結している
　2.居住都道府県以外の事業者（医療機関等）と集合契約により委託契約を締結している

　1.妊婦健康診査
　2.産婦健康診査
　3.産後ケア
　4.乳児健康診査

　6.予防接種
　7.こどもの医療費助成

　2.地域により検査の内容/検査のタイミングなどが異なるため、集合契約の契約内容の設定が困難

　1.特に課題はない
　2.申請窓口での必要書類の確認等の負担が大きい
　3.償還払いの処理（会計に関するシステムへの入力等）の負担が大きい
　4.その他

里帰り先で受ける妊婦健康診査について、償還払いが発生しないよう、事業者（医療療機関等）と締結する委託契約について伺います。

　3.里帰り先で妊婦が妊婦健康診査を受診予定の事業者（医療機関）と、個別に委託契約を締結している
　4.特に取り組みを行っていない
　5.その他

　1.地域により価格設定が異なるので、集合契約の契約金額の設定が困難
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質問9 里帰りする妊産婦の情報について、里帰り先市町村に対して情報共有を行っていますか。情報共有の対象となる里帰り妊産婦をすべてお選びください。
未回答 質問9.回答欄

※「特定妊婦等」とは、「特定妊婦」及び「要支援家庭等の産婦」とします。

質問10 里帰り先市町村に対してどのような情報を提供していますか。当てはまるものをすべてお選びください。
未回答

1.特定妊婦等
　2.特定妊婦等以外の居住市町
村が支援を必要だと思う妊産婦

3.妊産婦本人が里帰り先での
支援を希望する妊産婦

4.里帰り先から情報提供を
求められた妊産婦

5.全ての妊産婦（１～４を除く）

質問11 (1)里帰り先市町村に妊産婦の情報を共有する際のフォーマット・様式の有無について、1～4の対象ごとに当てはまるものをお選びください。
未回答 (2)フォーマット・様式を使用している場合、転出時と里帰り時における情報共有のフォーマット・様式の違いについて、当てはまるものをお選びください。

質問11.(1)回答欄

1.里帰り専用の
フォーマット・様式を

使用している

2.転出・里帰りで同一の
フォーマット・様式を

使用している

質問12 里帰り先市町村に対し、フォーマット・様式に載っている情報以外の情報を電話連絡などを通じて提供している場合、その内容をご記入ください。特にない場合は「なし」とご記入ください。（自由記述）
未回答

　7.その他

　4.里帰り先から情報提供を求められた妊産婦
　5.全ての妊産婦（１～４を除く）
　6.情報共有を行っていない

　4.その他

どちらか一方をお選びください。

(1)使用しているフォーマット・
様式があるもの

質問11.(2)回答欄

※受診の有無、既往歴、妊婦健康診査において指摘された医学的な異常に関する情報、
児の医学的な異常に関する情報、出産時の状況等

その他の具体的な内容→

質問12.回答欄

　1.里帰りすること/妊産婦の基礎情報(氏名、住所等住民基本台帳に登録される情報)
　2.妊婦健康診査の受診状況等（※）
　3.社会的リスクに関する情報
　4.里帰り先市町村に依頼する支援の内容
　5.住民票所在地の市町村が妊産婦に実施した心理社会的なアセスメントの結果
　6.住民票所在地の市町村による妊産婦への介入状況

　1.特定妊婦等（※）
　2.特定妊婦等以外の居住市町村が支援を必要だと思う妊産婦
　3.妊産婦本人が里帰り先での支援を希望する妊産婦

　2.特定妊婦等以外のうち、住民票所在地の市町村が支援が必要だと考える妊産婦
　3.すべての妊産婦（1,2を除く）

　1.特定妊婦等
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質問13 里帰り先市町村から居住市町村に情報共有してほしい妊産婦として、当てはまるものをすべてお選びください。
未回答 現在、情報が共有されていない場合であっても、情報の共有が必要と考える場合には○を選択してください。 質問13.回答欄

質問14 里帰り先の市町村から共有が必要な情報として当てはまるものをすべてお選びください。

未回答 質問14.回答欄

質問15 里帰り先の医療機関から居住市町村に共有してほしい情報として、当てはまるものをすべてお選びください。

未回答 質問15.回答欄

質問16 里帰りにおける里帰り先市町村や里帰り先の医療機関との連携に関する課題について、当てはまるものをすべてお選びください。
未回答

質問16.回答欄

※受診の有無、既往歴、妊婦健康診査において指摘された
医学的な異常に関する情報、児の医学的な異常に関する情報、
出産時の状況等

　1.特定妊婦等
　2.特定妊婦等以外の住民票所在地の市町村が支援を必要だと思う妊産婦
　3.妊産婦本人が里帰り先での支援を希望した妊産婦
　4.上記1～3以外で、里帰り先市町村の判断で支援を実施した妊産婦
　5.すべての妊産婦（1～4を除く）

　1.里帰り中に妊産婦に問題等が発生した場合に、その情報を即座に入手できない場合がある
　2.里帰り先市町村での支援を依頼した際に、対応を断られる場合がある
　3.里帰り先から戻ってきた後、支援のために必要な里帰り中の情報が入手できない場合がある

　5.その他
　4.特に課題はない

　1.妊婦健康診査の受診状況
　2.妊婦健康診査の検査内容及びその結果
　3.妊婦健康診査の受診費用
　4.社会的リスクの疑いのある妊産婦の場合、対応に必要な当該妊産婦に関する情報
　5.その他

　2.社会的リスクに関する情報
　3.里帰り先市町村が実施した支援の内容
　4.里帰り先市町村が妊産婦に実施した心理社会的なアセスメントの結果
　5.里帰り先市町村による妊産婦への介入状況
　6.その他

　1.妊婦健康診査の受診状況等（※）
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里帰りについて、里帰り先（受け入れ先）市町村としての対応を伺います。
質問17 直近１年間で、貴市町村で他市町村から里帰りをしている妊産婦をどのように把握しましたか。当てはまるものをすべてお選びください。
未回答 質問17.回答欄

質問18 里帰りで貴市町村に一時的に滞在している妊産婦に対して提供している行政サービスとして当てはまるものをすべてお選びください。
未回答 質問18.回答欄

質問19 質問18で選択した行政サービスについて、利用の対象者として当てはまるものをすべてお選びください。
未回答 質問19.回答欄

質問20 質問18で選択した行政サービスについて、里帰り妊産婦にサービスを提供する場合として、当てはまるものをすべてお選びください。
未回答

　1.住民票所在地の市町村から
依頼された場合

　2.本人から希望があった場合
　3.貴市町村において支援が

必要だと判断した場合
　4.その他

　1.両親学級・母親学級
　2.保健師等との窓口面談・相談（妊娠中）
　3.訪問支援（妊娠中）
　4.産後ケア事業
　5.保健師等との窓口面談・育児相談（産後）
　6.訪問支援（産後）
　7.育児教室など

質問20.回答欄

行政サービス                　　　　　　　　　　　　　提供するケース

　5.保健師等との窓口面談・育児相談（産後）
　6.訪問支援（産後）

　8.里帰り妊産婦には行政サービスを提供しない
　9.その他

　7.育児教室など

　2.保健師等との窓口面談・相談（妊娠中）
　3.訪問支援（妊娠中）
　4.産後ケア事業

　1.特定妊婦等
　2.特定妊婦以外の支援が必要だと思う妊婦

　5.その他
　4.里帰り妊産婦を把握した実績がない

　1.両親学級・母親学級

　3.里帰り妊産婦の受診医療機関等からの情報提供

　1.住民票所在地の市町村からの情報提供・連絡
　2.妊産婦本人やその家族からの申し出

　3.原則としてすべての妊産婦（1,2を除く）
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質問21 里帰り妊産婦について、妊産婦の住民票所在地の市町村から共有してほしい情報がある場合、どのような情報の共有が必要ですか。妊産婦ごとに当てはまるものをすべてお選びください。
未回答

　1.里帰りすること/妊産婦の
基礎情報(氏名、住所等住民基

本台帳に登録される情報)

　2.妊婦健康診査の
受診状況等（※）

　3.社会的リスクに関する情報
　4.里帰り先市町村に
依頼する支援の内容

※受診の有無、既往歴、妊婦健康診査において指摘された 医学的な異常に関する情報、 児の医学的な異常に関する情報、出産時の状況等

　5.住民票所在地の市町村が妊
産婦に実施した心理

社会的なアセスメントの結果

　6.住民票所在地の市町村
による妊産婦への介入状況

　7.共有が必要な情報はない 　8.その他

質問22 里帰り中の妊産婦を支援した情報等について、妊産婦に関する個別の情報を住民票所在地の市町村へ情報提供していますか。当てはまるものをひとつお選びください。
未回答 質問22.回答欄

　1.情報提供している
　2.情報提供していない

質問23 質問22で「1.情報提供している」を選択した場合、情報提供の対象となる妊産婦について当てはまるものをすべてお選びください。
未回答 質問23.回答欄

質問24 里帰り妊産婦が貴市町村滞在中に受診した医療機関から、貴市町村に対して里帰り妊産婦に関する情報が共有されているかについて、当てはまるものをお選びください。
未回答 質問24.回答欄

　1.情報が共有されている
　2.情報は共有されていない

　1.特定妊婦

情報を共有する妊産婦　　　　　　　　　　　　　　　　　　 情報の種類

　1.特定妊婦
　2.特定妊婦以外の支援が必要だと思う妊婦
　3.原則として全ての妊産婦（1,2を除く）

　1.特定妊婦等
　2.特定妊婦以外の支援が必要だと思う妊婦
　3.原則としてすべての妊産婦（1,2を除く）

質問21.回答欄

　2.特定妊婦以外の支援が必要だと思う妊婦

質問21.回答欄

情報を共有する妊産婦　　　　　　　　　　　　　　　　　　情報の種類

　3.原則として全ての妊産婦（1,2を除く）
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質問25 質問24で「1.情報が共有されている」を選択した場合、医療機関から共有される里帰り妊産婦の情報として当てはまるものをすべてお選びください。
未回答 質問25.回答欄

質問26 里帰り妊産婦が貴市町村滞在中に受診した医療機関から、現在共有されていないが共有してほしい情報があるかについて、当てはまるものをお選びください。
未回答

　1.現在は共有されていないが、共有してほしい情報がある
　2.現在共有されていない情報の中で、今後共有を求める情報はない

質問27 質問26で「1.現在は共有されていないが、共有してほしい情報がある」を選択した場合、妊産婦が里帰り中に受診した医療機関から提供を受けたい情報として当てはまるものをすべてお選びください。
未回答 質問27.回答欄

質問28 里帰りを受け入れる市町村としての課題について、当てはまるものをすべてお選びください。
未回答 質問28.回答欄

質問26.回答欄

　6.その他

　4.里帰り先で支援を実施した場合に、当該支援に要した費用の住民票所在地の市町村と里帰り先市町村との負担の分担が不明瞭
　3.医療機関からの情報提供等により、里帰り先で妊産婦の支援が必要となった場合に、住民票所在地の市町村と里帰り先市町村の役割分担が不明瞭

　3.妊婦健康診査の受診費用

　2.住民票所在地の市町村に情報の提供を求めた場合に断られることがある
　1.里帰りしている妊産婦の把握ができない

　5.特に課題はない

　2.妊婦健康診査の検査内容と結果

　5.その他
　4.社会的リスクの疑いのある妊産婦の場合、対応に必要な当該妊産婦に関する情報

　5.その他
　4.社会的リスクの疑いのある妊産婦の場合、対応に必要な当該妊産婦に関する情報
　3.妊婦健康診査の受診費用
　2.妊婦健康診査の検査内容と結果
　1.妊婦健康診査の受診状況

　1.妊婦健康診査の受診の有無
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参考資料② 

市区町村向けアンケート調査単純集計 
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質問 1 所属する都道府県名と市町村名をご記入ください。（単数回答） 

 

 
N=1164 

 

 

質問 3 里帰りをする妊産婦に対して、償還払いに対応している 行政サービスをすべてお

選びください。 

（複数回答） 
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質問 4 償還払いの申請方法として、当てはまるものをすべてお選びください。（複数回

答） 
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質問 5 償還払いの申請受付時から振り込みまでの平均期間として、それぞれ最も近いも

のをお選びください。（単数回答） 

 

 
 

質問 6 償還払いにおいて、貴市町村が抱える課題としてあてはまるものをすべてお選び

ください。 

（複数回答） 
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質問 7 里帰り先の事業者との妊婦健康診査の委託契約の取り組みとして、当てはまるも

のをすべてお選びください。（複数回答） 

 

 
 

 

質問 8 集合契約による委託範囲を拡大していく上での課題として、当てはまるものをす

べてお選びください。（複数回答） 
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質問 9 里帰りする妊産婦の情報について、里帰り先市町村に対して情報共有を行ってい

ますか。情報共有の対象となる里帰り妊産婦をすべてお選びください。（複数回答） 

 

 
 

 

質問 10 里帰り先市町村に対してどのような情報を提供していますか。当てはまるものを

すべてお選びください。（複数回答） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

     

     

     

     

    

    

                  

     

                          

                      

                   

              

           

       

                  



 

92 

 

 

質問 11 (1) 里帰り先市町村に妊産婦の情報を共有する際のフォーマット・様式の有無つ

いて、1～4 の対象ごとに当てはまるものをお選びください。(複数回答) 

 

 
 

 

質問 11 (2)フォーマット・様式を使用している場合、転出時と里帰り時における情報共

有のフォーマット・様式の違いについて、当てはまるものをお選びください。（単数回

答） 
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質問 13 里帰り先市町村から居住市町村に情報共有してほしい妊産婦として、当てはまる

ものをすべてお選びください。（複数回答） 

 

 
 

 

質問 14 里帰り先の市町村から共有が必要な情報として当てはまるものをすべてお選びく

ださい。 

（複数回答） 
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質問 15 里帰り先の医療機関から居住市町村に共有してほしい情報として、当てはまるも

のをすべてお選びください。（複数回答） 

 

 
 

 

質問 16 里帰りにおける里帰り先市町村や里帰り先の医療機関との連携に関する課題につ

いて、当てはまるものをすべてお選びください。（複数回答） 
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質問 17 直近１年間で、貴市町村で他市町村から里帰りをしている妊産婦をどのように把

握しましたか。当てはまるものをすべてお選びください。（複数回答） 

 

 
 

 

質問 18 里帰りで貴市町村に一時的に滞在している妊産婦に対して提供している行政サー

ビスとして当てはまるものをすべてお選びください。（複数回答） 
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質問 19 質問 18 で選択した行政サービスについて、利用の対象者として当てはまるもの

をすべてお選びください。（複数回答） 

 

 
 

 

質問 20 質問 18 で選択した行政サービスについて、里帰り妊産婦にサービスを提供する

場合として、当てはまるものをすべてお選びください。（複数回答） 
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質問 21 里帰り妊産婦について、妊産婦の住民票所在地の市町村から共有してほしい情報

がある場合、どのような情報の共有が必要ですか。妊産婦ごとに当てはまるものをすべて

お選びください。（複数回答） 
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質問 22 里帰り中の妊産婦を支援した情報等について、妊産婦に関する個別の情報を住民

票所在地の市町村へ情報提供していますか。当てはまるものをひとつお選びください。

（単数回答） 

 

 
 

 

質問 23 質問 22 で「1.情報提供している」を選択した場合、情報提供の対象となる妊産

婦について当てはまるものをすべてお選びください。（複数回答） 

 

 
 

 

質問 24 里帰り妊産婦が貴市町村滞在中に受診した医療機関から、貴市町村に対して里帰

り妊産婦に関する情報が共有されているかについて、当てはまるものをお選びください。

（単数回答） 
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質問 25 質問 24 で「1.情報が共有されている」を選択した場合、医療機関から共有され

る里帰り妊産婦の情報として当てはまるものをすべてお選びください。（複数回答） 

 

 
 

 

質問 26 里帰り妊産婦が貴市町村滞在中に受診した医療機関から、現在共有されていない

が共有してほしい情報があるかについて、当てはまるものをお選びください。（単数回

答） 

 

 
 

 

質問 27 質問 26 で「1.現在は共有されていないが、共有してほしい情報がある」を選択

した場合、妊産婦が里帰り中に受診した医療機関から提供を受けたい情報として当てはま

るものをすべてお選びください。 

（複数回答） 
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質問 28 里帰りを受け入れる市町村としての課題について、当てはまるものをすべてお選

びください。（複数回答） 
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参考資料③ 

都道府県向けアンケート調査票



 

104 

 

 答票

⒈     、担当部局 名、担当 名、 絡  ご記 くださ 。   . 答欄

 話番号 ハ       ご      。      選択  

例    -    -    担当部局 名

担当 名

メ ル ドレ 

電話番号　※ハ      ご      。

⒉                          ※        ま  。

※                    区                        部  区     ま                    含 ま 。

　         . 答欄

　         

⒊   で「 .      」  答 た場 、       書及び仕 書   ※ は可能で  。当 はま     選びくださ 。

また、「 .  は難  」 選択 た場 、そ 理由 つ  ご記 くださ 。

※      仕       詳細        部    キ               差   ござ ません。

※                 研究                                収   析                    ません。

      ま  許可   部 公表       ません。

　      可能  . 答欄

　   部      可能   書

　        　   難  理由 自由記  

仕 書

　   難  理由 自由記  

 ま    選択           Excel    デ   添付        。

⒋                        、当 はま     べ  選びくださ 。

 . 答欄

 .地域        価格設定 異   で、  

     金額 設定 困難

 .地域        や   タイミング   異 

 ため、          設定 困難

 .そ 他

  そ 他 具体的   →

 .特   は  

※               研究                                

収   析                    ません。ま  許可   部 公表       ません。
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参考資料④ 

都道府県向けアンケート調査単純集計 
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質問 2 都道府県による妊婦健康診査の医療機関等との集合契約※1 を実施しています

か。 

（単数回答） 

 

 
N=38 

 

 

質問 3 質問 2で「1.実施している」を回答した場合、集合契約の契約書及び仕様書の提

供※2は可能ですか。当てはまるものをお選びください。（複数回答） 

また、「3.提供は難しい」を選択した場合、その理由についてご記入ください。（自由回

答） 

 

 
N=16 

 

 
N=14 

 

  

          

                  

         

                 

               

                  

  書   可 

      可能    部      可能

        

              

                  

仕 書   可 

      可能    部      可能         
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質問 4 都道府県外の医療機関等との集合契約の課題として、当てはまるものをすべてお

選びください。（複数回答） 

 

N=30 
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参考資料⑤ 

産婦向けアンケート調査票
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株式会社野村総合研究所 
 

里帰り出産等の実態に関する調査研究事業 
産婦アンケート調査へのご協力のお願い 

 
拝啓 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。また、平素より格段のご高配を賜り、厚く御礼申し

上げます。 
現在弊社では、こども家庭庁の国庫補助事業である令和５年度こども・子育て支援推進調査研究事業により「里

帰り出産等の実態に関する調査研究事業」を実施しております。里帰り出産における課題を把握し、より支援を
充実させるため、下記のようなアンケートを実施いたしております。ご多用中とは存じますが、何卒ご協力のほ
どよろしくお願いいたします。 

 

里帰りをする際の支援を充実させる施策を検討するために活用させていただきます。 

里帰りをしたかどうかや、その際に、皆様が困ったことや問題点についてお聞かせ下さい。 

 

この案内が届いた出産後 1 年以内の女性 

※任意でのご協力をお願いいたしております 

（里帰りを経験していない方もご回答いただけますと幸いです） 

 

最大 17 問（質問内容は裏面にも記載） 

所要 10～15 分程度 

 

スマートフォンやパソコンで下記のリンクを入力いただくか、QR コードを読み取っていただき、

Web 上でご回答ください。 

 

【アンケート先リンク】 

https://questant.jp/q/satogaeri2023  

 

2023 年 12 月 15 日（金） 

本紙がお手元に届きましたらなるべくお早めにご回答ください。 

 

回答頂きました内容は、統計的に処理され、個別の回答結果がわからないかたちでまとめられます。お答えの

内容が第三者に漏れることがないよう、弊社の責任において管理いたします。調査結果は報告書としてとりまと

め、弊社ホームページ上で公開する予定です。 

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

【本調査に関するお問い合わせ】 

 事務局 株式会社野村総合研究所 ヘルスケア・サービスコンサルティング部 

担当：下松 未季／新田 郁海 

 E - m a i l：toiawase-sanpu-satogaeri@nri.co.jp 

※回答には最大で 2 営業日の時間をいただく場合がございます。

目的 

対象 

回答方法 

回答期限 

所要時間 

https://questant.jp/q/satogaeri2023
mailto:toiawase-sanpu-satogaeri@nri.co.jp
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参考資料⑥ 

産婦向けアンケート調査単純集計
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質問 1 お住まいの都道府県・市区町村を教えてください。国外居住の場合は、国名と都

市名をお答えください。都・道・府・県、市・区・町・村までお答えください。（単数回

答） 
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質問 2 現在、産後何か月ですか。（単数回答） 

 

 

 

質問 3 今回の出産は、何回目の出産でしたか。（単数回答） 
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質問 4 今回の出産は、単胎・多胎どちらですか。（単数回答） 

 

 

 

質問 5 出産前後に里帰りされましたか。当てはまるものをお選びください。（単数回答） 

 

 

 

質問 6 里帰りをしなかった理由として、最も当てはまるものをお選びください。（単数回

答） 
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質問 7 里帰りの必要がなかったのはなぜですか。（単数回答） 

 

 

 

質問 8 里帰りしたかったができなかったのはなぜですか。（単数回答） 
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質問 9 里帰り先の都道府県・市区町村を教えてください。国外の場合は、国名と都市名を

お答えください。（単数回答） 

 

 

 

 

 

  



 

124 

 

質問 10 里帰りはいつからされましたか。最も近いものをお選びください。（単数回答） 

 

 

 

質問 11 里帰りを終えて自宅に戻ったのはいつですか。最も近いものをお選びください。

（単数回答） 
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質問 12 里帰り期間について、最も近いものをお選びください。（単数回答） 

 

 

 

質問 13 里帰り先として当てはまるものをお選びください。（単数回答） 

 

 

 

質問 14 里帰り先で利用した行政サービスとして、当てはまるものをすべてお選びくださ

い。（複数回答） 

 

 

 



 

126 

 

 

質問 15 里帰り先で困ったことについて、当てはまるものをすべてお選びください。（複

数回答） 
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質問 16 利用できなかったサービスとして当てはまるものをすべてお選びください。（複

数回答） 

 

 

 

質問 17 里帰り先で、妊婦健康診査を受診しましたか。（単数回答） 

 

 

 

質問 18 里帰り先で、妊婦健康診査の受診券は使用できましたか。（単数回答） 
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質問 19 里帰り先で妊婦健康診査を受ける際に受診券が使用できなかった方に伺います。

妊婦健康診査の償還払いの申請はどのように行いましたか。もしくはどのように行う予定

ですか。最も近いものをお選びください。（単数回答） 
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質問 20 償還払いで負担になっていることとして、当てはまるものをすべてお選びくださ

い。（複数回答） 
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令和５年度こども・子育て支援推進調査研究事業 

里帰り出産等の実態に関する調査研究事業 
 

令和 6（2024）年 3月 

 

〒100-0004 東京都千代田区大手町 1－9－2 

 大手町フィナンシャルシティ グランキューブ 

 TEL ： 03－5533－2111（代表） 

〔ユニットコード：  8136483〕 


